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国立大学法人は、平成22年3月をもって法人化6年が経過し、現在、第2期中期計画期間
となっています。
文部科学省では、第1期中期計画期間の大学法人運営状況を「教育研究等の状況」に
関する側面と「国立大学法人制度の運用状況」に関する側面から総括し、①教育研究力の
強化、②ガバナンスの強化、③財務基盤の強化の3点を改善するべく中間報告をしています。
また、国際財務報告基準（IFRS）へのコンバージェンスの影響を受け、国大会計基準の改
正といった問題も想定されます。
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あずさ監査法人は、これまで多くの国立大学法人に対する会計監査や
各種支援業務などの経験を有しており、経験豊富なプロフェッショナ
ルが、国立大学法人を取り巻く環境に適応した付加価値の高いサー
ビスを提供します。
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会計監査
会計監査とは、利害の異なる関係者が存在し、その一方が情報を提供し、他方が情報開示を要
請する場合に、両者とは独立した第三者が検討を行い、その結果を報告することによって、提供
される財務情報等について信頼性を付与することを言います。

会計監査の基本的目的は、有効な内部統制を前提として、財務諸表が準拠すべき会計基準に従
い、財政状態、運営状況等に関する真実な情報が正しく表示されているかを調査するものです。

あずさ監査法人では、全世界のKPMGで統一された最新の監査手法（KAM）を通じて、品質を
最優先した厳正な監査を実施し社会の要請にこたえます。また、本部を中心として、東京・大阪・
名古屋の３統括事務所で統一された品質管理体制を維持しています。

また今後、会計基準が国際財務報告基準に準拠して変更されていくことを踏まえて、適正に財務
諸表を作成できるように指導します。

内部統制構築支援サービス
組織の代表者には、内部統制を構築・整備し、運用するだけでなく、モニタリングを実施して適
正な改善を実施していくことが求められており、裁判事例・所見、会社法、金融商品取引法にお
いても、内部統制に関する代表者の責任が明確化されています。

また、内部統制の構築・整備、運用は、財務情報等の信頼性を確保する仕組みとして、適正な
財務諸表を作成するためにも必要不可欠なものです。特に上場企業においては、内部統制を構築・
整備した上で評価を行い、内部統制報告書を提出することが求められており、この報告書には公
認会計士または監査法人による監査証明が義務付けられています。

あずさ監査法人では、内部統制に精通したプロフェッショナルが、適正な内部統制の構築・整備
に向けたサービスを提供します。

内部監査支援サービス
業者への預け金や公金の不適切な管理等、公的機関による不祥事の発生を背景に、適正なガ
バナンスと内部統制の構築が重要視されています。このような背景のもと、国公立大学法人にお
いても内部監査に対する期待や注目が高まる一方で、人材やノウハウの不足という課題に直面し
ているところも少なくありません。

あずさ監査法人では、国立大学法人や独立行政法人に対する内部監査支援サービスの実績を通
じて、ノウハウを蓄積しています。これにより、国公立大学法人のリソースのみで内部監査体制を
構築するよりも、効率的・効果的な内部監査の高度化を図ることが期待できます。

公立大学法人化支援サービス
法人化に伴い、今後、自主的かつ自律的、効率的な法人運営が求められることとなりますが、そ
のためには様々な課題を抽出し、個々に適正な対応を図る必要があります。具体的には、予算管
理中心の会計制度から、企業会計に基づく財務会計制度を構築することや、システム対応、人
事制度の変更や規程の見直し、各種業務の中期目標や中期計画への反映等が求められます。

あずさ監査法人では、法人化に伴う様々な課題に対応するサービスを提供することによって、法人
化へのスムーズな移行を支援します。
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ここに記載されている情報はあくまで一般的なものであり、特定の個人や組織が置かれている状況に対応するものではありません。私たち
は、的確な情報をタイムリーに提供するよう努めておりますが、情報を受け取られた時点及びそれ以降においての正確さは保証の限りではあ
りません。何らかの行動を取られる場合は、ここにある情報のみを根拠とせず、プロフェッショナルが特定の状況を綿密に調査した上で提案
する適切なアドバイスをもとにご判断ください。
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